
2004 年２月２６日付けで、警察庁長官官房長から、以下の通知が出されました。
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県費捜査費執行に対する監査への対応について

捜査費執行の透明性を求める国民の要請が高まっていることにかんがみ、県費捜査費 ( 都道府県
警警察費の｢報償費」として計上されている費用のうち、捜査員の活動のための諸経費、情報提供
者又は協力者にかかる諸経費その他犯罪捜査等の活動を推進することを目的として支出される
ものをいう。) の執行に対する監査において、監査委員及び監査委員事務局職員 ( 以下「監査委員
等｣という。）が書面による監査及び取扱者、取扱補助者、中間取扱者又は中間交付者による説明
をもってしても心証を得られない場合に、当該監査委員等から捜査員に対する聞き取り調査の要
求が行われた時は、特段の業務上の支障がない限り、これに応じるよう配意されたい。
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